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山田商会の未来プロジェクトには、
私自身も立ち上げ段階から関わって
いた。研究者やクリエイターとの対話
の場をつくり、社員が未来について
考える機会を設計する。普段であれ
ば出会うことのない価値観や専門性
に触れることで視野が広がり、それ
ぞれが未来について考え始める。そ
の積み重ねが組織としての方向性
や共通認識を育み、やがて未来の
事業や組織づくりにつながっていくも
のだと、私自身は考えていた。

ただ、プロジェクトが進み、山田豊久
さんとの対話を重ねるなかで、その
理解だけでは捉えきれない感覚が生
まれてきた。
未来プロジェクト（注1）やFLEXIBLE  
　 AWARDS（注2）を通じて社員が問
いを持つきっかけをつくりながら、研
究者やスタートアップとの共創によっ
て新たな事業の可能性も探る。その
一方で、既存事業を磨き続けること
の重要性も繰り返し語る。その話を聞
けば聞くほど、どうも山田さんは私と
は少し違う景色を見ているように思え
たのである。
取材を進めるにつれ、私自身も当

初の理解を少しずつ修正することに
なった。未来は思っていたよりもずっ
と複雑で、一つの線の上では語れな
いものだった。
今回の取材は、未来プロジェクトそ

のものを振り返るというよりも、山田さ
ん自身がどのように組織観を更新し
てきたのか、その軌跡をたどる時間
になった。

振り返れば、山田さんが最初に向
き合っていたのは未来そのものでは
なく、目の前の事業だった。ガスや水

道といった生活インフラを支える仕事
は地域社会にとってなくてはならず、
だからこそ安全で確実に機能する
組織であることが何よりも重要になる。
KPIを整え、役割を明確にし、PDCA
を回しながら現場との対話を重ねて
いく。そうした地道な積み重ねを通じ
て、組織を少しずつ前へ進めてきた。
「割とマネジメントはできるようになっ
てきたと思うんです」
そう振り返る山田さんの言葉には、
長年組織と向き合ってきた実感がに
じんでいた。実際、会社は順調だ。そ
れでも山田さんのなかには、どこか
引っかかる感覚が残っていた。
「居心地が良くなったら危険信号だ
と思っているんです」
山田さんはそう言う。

「みんなが同じことを考えて、同じ方
向を向いている状態って、一見すると
良さそうなんですけどね。でも、本当
にそれでいいのかなと思うんですよ」
組織のなかから問いが消え、新し

い視点が入りにくくなることへの違和
感が、山田さんのなかにはあった。順
調な組織には安心感がある一方で、
その安心感が知らず知らずのうちに
組織を硬直させてしまうこともある。

実際、社会の前提は変わり始めて
いる。住宅着工数の減少、人口減少、
脱炭素化といった変化は現実のもの
となっており、これまで当たり前だった
環境がそのまま続く保証はない。もち
ろん、今ある事業を磨き続けることは
できる。効率を高めることもできれば、
品質を向上させることもできる。しかし、
その延長線上だけで未来に対応でき
るのだろうかという問いが、山田さん
のなかで少しずつ大きくなっていった。
「既存事業を守ることはできると思う
んです。でも、未来をつくることはでき
ているのかなって」
このまま今ある事業だけを見てい
てはいけない気がする。その感覚だ
けは確かにあり、振り返ればその違
和感こそが未来プロジェクトの原点
だったのだと思う。
新しい事業を探したかったというより、
変化の兆しに気づき、当たり前を問い
直せる組織であり続けたい。その思い
が少しずつ輪郭を持ち始めたとき、山
田さんは次の一歩を探し始めていた。
　

そんな問いを抱いていた頃、山田

さんは共栄鋼材が取り組む「未来構
想空間」（注3）を訪れる機会を得た。そ
こでは社員たちが部署や役職を越え
て自然に未来を語り合い、新規事業
に限らず、これからの社会や会社の
あり方について対話していたという。
「こんな会社の景色があるんだなと
思ったんです」
山田さんの印象に残ったのは、未
来について考えることが一部の担当
者や経営層の仕事ではなく、日常の
延長線上に存在していたことであり、
その空気感に触れたとき、「これ、い
いな」という感覚が自然に湧き上がっ
てきたのだという。
「うちもこういうことをやりたいなと思っ
たんですよ」
もっとも、その理想をそのまま持ち
帰れるとは思っていなかった。現場に
は日々の仕事があり、お客様への対
応もあれば数字への責任もある。既
存事業を支えること自体が重要な役
割である以上、未来について考える
時間を確保することが簡単ではない
ことを、山田さん自身が誰よりも理解
していた。
「本当は誰もやれないし、やらないん
ですよね。だって目の前の仕事があり

ますから」
未来を考えない社員が悪いわけ

ではない。むしろ目の前の仕事に真
剣に向き合い、日々の責任を果たそ
うとする人ほど、新しいことは後回し
になる。だからこそ山田さんは、「誰
かがやるだろう」と考えることの危うさ
を感じていた。
「結局、経営者がやるしかないんです」
その言葉は静かだったが、そこに

は強い危機感がにじんでいた。10年
後、20年後の仕事を考える人が必
要なのに、その役割は自然には生ま
れない。だからこそ、まずは自分自身
がその役割を担うしかないと思った
のである。
未来プロジェクトは、新しい事業を
探すためというよりも、未来について
考える回路を組織のなかにつくるた
めに始まった。

　

未来プロジェクトが動き始めると、
山田さんはそれまでほとんど接点の
なかった人たちと出会うようになる。
研究者やデザイナー、アーティスト、
スタートアップなど、普段の仕事をし
ているだけではなかなか交わること

のない人たちである。
そうした人たちとの対話は刺激的

だったが、同時に自分たちが当たり
前だと思ってきたことを問い直される
時間でもあった。
「それって、そもそも何なんですか？」
投げかけられるのは意外にもシン

プルな問いである。ガス会社とは何
か、インフラとは何か、地域を支えると
は何か――これまで何の疑いもなく
使ってきた言葉ばかりだ。しかし改め
てその意味を説明しようとすると、
思った以上に難しい。
「答えられないんですよね（笑）」
長年向き合ってきた仕事だからこ

そ、その価値を改めて言葉にする機
会は少なかった。毎日のように使う言
葉でありながら、その本質を説明しよ
うとすると立ち止まってしまう。
「結構、痛いところを突かれるんですよ」
ただ、その居心地の悪さこそが面
白かった。これまでなら受け流してい
た問いに対して立ち止まり、自分たち
が当然だと思っていた前提を見つめ
直すようになったからである。未来プ
ロジェクトを通じて得たものは、知識
やノウハウではなかった。むしろ、自
分たちの見方を揺さぶられ続けるこ
とによって生まれた問いだったと言っ

た方が近い。
「答えをもらったという感じじゃないん
ですよね。むしろ分からないことが増
えたというか」
少し考えるようにそう語ったあと、

山田さんは笑いながら続けた。
「でも、そのほうが面白かったんです」
未来プロジェクトを通じて起きてい

たのは、答えを得ることよりも、自分た
ちがまだ十分に問い切れていなかっ
たことに気づくことだったのかもしれ
ない。しかし、その問いこそが後に山
田さん自身の組織観を少しずつ変え
ていくことになる。

未来プロジェクトを始めた当初、山
田さんのなかには比較的シンプルな
イメージがあったのではないかと思う。
そして振り返れば、私自身もまた同じ
ように考えていた。未来について考え
る人が増えれば視野が広がり、その
変化が組織へ波及していく。やがて
新しい挑戦や事業が生まれ、会社も
変わっていく。未来プロジェクトには、
そんな流れをどこか期待していたよ
うに思う。
もちろん、その考え方は間違いでは
ない。しかし実際にプロジェクトを続け
ていくと、人や組織の変化は思って
いたよりもずっと複雑で、一つの線の
上では語れないことが見えてきた。
「本当に人それぞれなんですよね」
山田さんはそう振り返る。
同じ場に参加しても、すぐに行動

を起こす人もいれば、じっくり考える
人もいる。表立った変化は見えなくて
も、振り返ったとき「あの経験が効い

ていました」と話す人もいて、その現
れ方はさまざまだった。
「既存事業を極める人も必要なんです」
未来プロジェクトに参加する人だ

けが会社を支えているわけではない。
現場で品質や安全を守る人がいて、
お客様と向き合う人がいる。未来を
探索する人、本業を磨く人、専門性
を深める人――組織にはそれぞれ異
なる役割があり、そのどれもが欠か
せない。
「みんなが同じ人になる必要はない
んだろうなと思ったんです」
その言葉は、山田さんの組織観の
変化を象徴しているように思えた。
さらに気づいたのは、人だけでなく
時間軸もまた一つではないということ
だった。スタートアップとの共創や実
証実験のような比較的短期の取り組
みがある一方で、未来プロジェクトや
FLEXIBLE　 AWARDSのように、
問いや視点を育てる長期的な活動
もある。
事業を生む活動と問いを生む活動

は別々に存在しているようでいて、実
際には異なる時間軸のなかで互いに
影響を与え合いながら循環している。

山田さんは、そうした関係性を少しず
つ実感するようになっていった。
そして関心は、「みんなを同じ方向
へ導くこと」よりも、「異なる役割や時
間軸を持つ人たちが、どうすればつ
ながり続けられるか」へと移っていく。
まだ明確な言葉を持っていたわけ
ではない。しかし、この頃には後に
「細胞膜経営」と呼ぶことになる組織
観の輪郭が、山田さんのなかで少し
ずつ形づくられ始めていたのである。

人によって役割は違うし、変化す
るスピードも違う。見ている時間軸も
異なる。しかし、それぞれが違うから
といって組織がバラバラになってよい
わけでもない。そんな頃に出会ったの
が、「細胞膜」という考え方だった。
「必要なのは壁じゃなくて膜なんです
よね」
壁は内と外を分けることはできる

が、一度分かれてしまえば行き来は
難しくなる。一方で、何もかもを混ぜ
てしまえば、それぞれが持っていた

個性や役割は失われてしまう。山田
さんが探していたのは、そのどちらで
もなかった。
細胞膜は、内と外を隔てながらも

必要なものは取り込み、不要なものは
外へ出す。独立性を保ちながら周囲
とつながり続けることで、一つの生命
として機能している。
「既存事業と未来探索」「社内と
社外」「短期と長期」「探索と実装」。
山田さんが見えてきたのは、それらが
本来どちらかを選ぶ関係ではないと
いうことだった。それぞれが異なる役
割や時間軸を持ちながらも互いに影
響を与え合い、必要に応じて行き来
することで組織全体が機能している。
振り返れば、「細胞膜」という言葉

は新しい理論を与えてくれたわけで
はなかったのかもしれない。むしろ山
田さんが未来プロジェクトを通じて感
じてきたことや、少しずつ形になり始
めていた感覚に名前を与えてくれる
ものだった。だからこそ、この考え方
は単なる組織論としてではなく、山田
さん自身が試行錯誤を重ねるなかで
たどり着いた組織観として定着して
いった。

食を育て、人を育て、未来を創る
異業種が挑む農業の可能性

吉川 雅也OKB総研 OKB農林研究所 所長
120周年記念映像の企画を進め

ていた時のことだった。未来プロ
ジェクトにも参加していた若手社員
たちとの打ち合わせのなかで、一人
の社員がこんな問いを投げかけた。
「そもそも120周年記念式典は何の
ためにやるんですか？」
「そこを聞かれるとは思っていな
かったんです（笑）」
当初は、映像をどうつくるかという
議論になると思っていた。しかし社
員たちが向けたのは、そのもっと手
前にある問いだった。
なぜ120周年記念式典なのか。
何を伝えたいのか。
会社はどこへ向かおうとしている

のか。
そうした問いに向き合おうとする
姿勢に、山田さんは驚くと同時に、ど
こかうれしさも感じたという。
「ちゃんと考えてくれているんだなと
思ったんです」
振り返れば、未来プロジェクトで目
指していたのは、答えを教えること
ではなく、会社の未来について自分

なりの問いを持てる人を増やすこと
だった。社外へ出て新しい価値観
に触れ、そのなかで生まれた違和
感や気づきを職場へ持ち帰る。そこ
での対話がまた新しい問いを生み、
その問いが別の誰かへ渡されてい
く。未来プロジェクトを通じて起きて
いたのは、そんな小さな往復の積み
重ねだったのかもしれない。
「そもそも120周年記念式典は何の
ためにやるんですか？」
山田さんにとって、その問いは単

なる質問ではなかった。未来につい
て考える人が組織のなかに増え始
めていることを知らせる、小さくても
確かな変化の兆しだったのである。
そして、その変化を見つめながら
山田さん自身もまた確信に近いもの
を持つようになっていた。山田さん
が共栄鋼材で見た景色が、かたち
は違っても山田商会のなかに芽生
え始めていた。

取材を始めた頃、私は未来プロ
ジェクトを人材育成の取り組みとし
て捉えていた。しかし取材を重ねる

なかで、その見方だけでは捉えき
れないものがあることに気づかされ
た。人が変わり、組織が変わり、その
先に新しい事業が生まれる。そんな
一本の時間軸で捉えていた変化
は、実際にはもっと複雑で重層的
だった。
ある人は挑戦し、ある人は支え、
ある人は問いを持ち続ける。
組織に必要なのは違いをなくすこ

とではなく、違いを抱えたままつなが
り続けられることなのかもしれない。
未来プロジェクトが育てていたのも、
新規事業そのものではなく、問いを
持ち続ける力だったように思う。

しかし、その問いがあるからこそ
人は学び続けることができ、組織も
変わり続けることができる。山田商
会が未来へ投資している理由も、
おそらくそこにある。未来を予測す
るためではなく、未来について考え
続けられる組織であるために。

私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農

地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基

幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課

題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、
水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として
注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規
事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく
変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、
地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる

力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以

上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥

料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢

献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

１．「食」を支える農業が迎える
　 転換期

答えを探しに行った結果、
増えたのは問いだった。

社員が未来を語り始めた
初めて手応えを感じた瞬間

未来プロジェクトが変えたもの

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国

的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、

新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。

山田商会の取り組み FabCafe Nagoya

未来プロジェクトや
FLEXIBLE 　  AWARDSの

詳細はこちら

研究者やクリエイター、企業、
地域をつなぐ共創拠点
未来プロジェクトの伴走役を務めた
FabCafe Nagoyaについてはこちら

農業経営体数および
基幹的農業従事者数の推移

図表1

年齢別基幹的農業従事者数（個人経営体、全国）図表2

出所：農林水産省「2025年農林業センサス」よりOKB総研にて作成

出所：農林水産省「2025年農林業センサス」よりOKB総研にて作成
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農

地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基

幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課
題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、
水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として
注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規
事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく
変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、
地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる
力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以
上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥
料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢
献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国

的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、

新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。

Q1

2．自動車ディーラーが挑む
　「食育」と有機農業
～岐阜トヨペット株式会社
　加藤社長に聞く～

岐阜トヨペット株式会社
1956年設立。岐阜県内有数のトヨタ系自動車販売会社。新車・中古車販売や自動車整備を中
心に事業を展開する一方、「社会に役立つ活動を通じ、地域に貢献できる企業」を経営理念の
ひとつに掲げ、食育事業、交通安全啓発活動、防災活動などにも取り組んでいる。食育事業で
は、農業体験や食を通じて子どもの生きる力を育むとともに、自然共生社会の構築を目指し
ており、自動車ディーラーの枠を超えた地域貢献活動を展開している。
※農業部門（食育事業部）は岐阜トヨペット株式会社の持株会社である「岐阜トヨペットホールディングス株式会社」に
　属しているが、本レポートでは「岐阜トヨペット株式会社」の取り組みとして紹介する。

〈取材先〉 岐阜トヨペット株式会社 代表取締役社長  加藤 茂樹 氏
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農
地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基

幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課

題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、
水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として
注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規
事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく
変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、
地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる
力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以
上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥
料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢
献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国

的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、
新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。

Q1

2．自動車ディーラーが挑む
　「食育」と有機農業
～岐阜トヨペット株式会社
　加藤社長に聞く～

岐阜トヨペット株式会社
1956年設立。岐阜県内有数のトヨタ系自動車販売会社。新車・中古車販売や自動車整備を中
心に事業を展開する一方、「社会に役立つ活動を通じ、地域に貢献できる企業」を経営理念の
ひとつに掲げ、食育事業、交通安全啓発活動、防災活動などにも取り組んでいる。食育事業で
は、農業体験や食を通じて子どもの生きる力を育むとともに、自然共生社会の構築を目指し
ており、自動車ディーラーの枠を超えた地域貢献活動を展開している。
※農業部門（食育事業部）は岐阜トヨペット株式会社の持株会社である「岐阜トヨペットホールディングス株式会社」に
　属しているが、本レポートでは「岐阜トヨペット株式会社」の取り組みとして紹介する。

〈取材先〉 岐阜トヨペット株式会社 代表取締役社長  加藤 茂樹 氏
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農
地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基
幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課
題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、
水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として
注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規
事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく

変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、

地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の
加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる
力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以
上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥
料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢
献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国

的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、

新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農

地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基
幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課
題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、
水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として
注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規
事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく

変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、

地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる

力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以

上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥
料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢
献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国
的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、

新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農

地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基

幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課

題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、

水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として

注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規

事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく

変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、

地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる

力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以

上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥

料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢

献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、

社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、
小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国
的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、
新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。

Q4

3．まとめ
農業を通じて、
人と地域の未来を育てる

出所：農林水産省「2025年農林業センサス」よりOKB総研にて作成
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岐阜県の農業経営体数・基幹的農業従事者数および平均年齢の推移図表3
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私たちの暮らしに欠かすことので
きない「食」。毎日の食卓に並ぶ米や
野菜、果物は、農業という営みの上
に成り立っている。しかし、その農業
はいま、大きな転換期を迎えている。
農業の担い手不足や高齢化、農

地の荒廃、生産資材価格の高騰、さ
らには気候変動による自然災害の頻
発など、日本農業を取り巻く環境は
年々厳しさを増している。一方で、世
界情勢の変化を背景に食料安全保
障への関心が高まり、国内における
安定した食料供給の重要性も改め
て認識されるようになった。
農業は、私たちの生活を支える基

幹産業である。しかし、その重要性と
は裏腹に、農業を取り巻く課題は、も
はや農業界だけで解決できるもので
はなくなっている。今、求められてい
るのは、農業者だけにその役割を委

ねるのではなく、多様な主体が農業
を支え、ともに未来を築いていくとい
う新たな視点である。

日本農業が直面する課題
日本の農業は長年にわたり、生産
技術の向上や品種改良を重ね、高
品質な農産物を生み出してきた。こう
した品質は海外でも高く評価され、日
本産農産物の輸出も拡大している。
一方で、生産現場では深刻な課

題が山積している。
最も大きな課題は担い手不足であ

る。農林水産省の「農林業センサス」に
よると、全国の農業経営体数は2020
年の107万6,000経営体から2025年に
は83万6,000経営体へと減少し、5年
間で22.3％減少した。また、基幹的農
業従事者数も、2020年の136万3,000
人から2025年には103万6,000人へと
24.0％減少している（図表1）。一方で、
基幹的農業従事者の平均年齢は
2020年が67.8歳、2025年が67.7歳と、

ほぼ横ばいで推移しているが、これは、
農業の担い手が減少する中、高齢の
農業従事者が依然として農業生産を
支えていることを示している。特に2025
年は、基幹的農業従事者の55.2％を
70歳以上が占めており、次世代の担
い手確保が大きな課題となっている
（図表2）。
こうした担い手不足や高齢化によ

り、後継者の確保は容易ではなく、地
域によっては農地を維持すること自

体が難しくなっている。農地の荒廃
は景観や環境だけでなく、防災や地
域コミュニティにも影響を及ぼす。
また、近年は肥料や飼料、燃料な

どの価格高騰が農業経営を直撃し
ている。さらに、猛暑や豪雨などの異
常気象は収量や品質に大きな影響を
与え、経営の不確実性を高めている。
このような状況下、国は農業の生
産性向上やスマート農業の推進、輸
出拡大など、さまざまな施策を展開し
ている。また、生産現場においても、経
営体数が減少する一方で、経営規
模の拡大や法人化が進むなど、日本
の農業は、課題に向き合いながら構
造的な変化に向けて動き始めている。

農業が持つ「社会的価値」
農業の役割は、食料を生産するこ

とだけではない。
農地は雨水を蓄え、洪水を防ぎ、

水資源を育み、美しい景観を形成し
ている。また、生物多様性を守り、地
域文化や伝統を次世代へ継承する
役割も担っている。こうした「多面的
機能」は、日本の農村や地域社会を
支える重要な基盤となっている。
近年では、さらに新たな価値として

注目されているのが「食育」である。
食育とは、単に栄養や食生活につ

いて学ぶことではない。農作物がどの
ように育てられ、どのような人々の努力
によって私たちの食卓へ届けられて
いるのかを知り、自然の恵みや生産者
への感謝の気持ちを育むことである。
都市化が進む中、子どもたちが土

に触れ、作物を育てる機会は少なく
なった。スーパーマーケットには一年
中多くの農産物が並び、「食べ物は

お店で買うもの」という感覚が当たり
前になりつつある。しかし、その背景
には自然の営みと、生産者の日々の
努力がある。
収穫体験や農業体験を通じて子

どもたちが食の大切さを学ぶことは、
命の尊さや環境への理解にもつな
がる。食育は未来の消費者を育てる
だけでなく、将来の農業や地域社会
を支える人材を育む活動でもある。
農業は「作物を育てる産業」である

と同時に、「人を育てる産業」でもある。

異業種だから生み出せる価値
こうした農業の持つ社会的価値に
着目し、近年では、さまざまな企業が
農業へ参入している。
食品関連企業や流通業だけでな

く、建設業、IT企業、製造業、金融機
関など、その業種は多岐にわたる。背
景には、社員教育、地域貢献、環境
配慮、SDGsへの対応、企業ブランド
の向上など、それぞれの経営課題が
ある。
農業は、企業にとって単なる新規

事業ではない。地域との接点を生み、
人材を育て、企業理念を体現する
フィールドとして、その可能性が広
がっている。
異業種企業は、それぞれが培って

きた技術やノウハウ、人材、情報発信
力を農業へ取り入れることで、新たな
価値を創出している。デジタル技術
を活用したスマート農業、社員による
農業体験、地域住民や子どもたちを
対象とした収穫イベントなど、その取
り組みは多様である。
重要なのは、企業が「農業を営むこ

と」そのものではなく、「農業を通じて

何を実現するか」という視点である。
地域との信頼関係を築くこと。社

員の成長を促すこと。子どもたちへ
食の大切さを伝えること。そして、地
域社会の未来を支えること。農業は、
そうした企業活動を実践する場とし
て、大きな可能性を秘めている。

地域の未来を育てる企業へ
企業を取り巻く社会環境が大きく

変化する中で、企業には経済的価
値だけでなく、社会的価値を創出す
ることが求められている。地域に根
差す企業であればなおさらである。
農業というフィールドには、人づくり、

地域づくり、環境づくり、そして未来づ
くりへとつながる多くの可能性がある。
その可能性に挑戦する企業は、農産
物を育てているだけではない。地域と
の新たな関係を築き、次世代へ豊か
な地域社会を引き継ぐ価値を創造し
ているのである。
その象徴的な事例として、自動車

ディーラーでありながら農業事業を
立ち上げ、食育活動を通じて地域社
会へ新たなメッセージを発信してい
る企業を紹介する。異業種だからこ
そ見えた農業の魅力とは何か。そし
て、農業を通じてどのような未来を描
こうとしているのか。経営者への取
材を通して、その思いに迫りたい。

近年、企業による農業参入が増加
している。その背景には、食料安全保
障への関心の高まりや地域貢献、新
たな事業の創出など、さまざまな目的
がある。一方で、農業は自然条件に
左右されやすく、収益性の確保も容
易ではないことから、継続的な事業と
して成立させるためには、自社ならで
はの強みや明確な目的が求められる。
こうした中、岐阜トヨペット株式会社

（本社：岐阜県羽島郡岐南町）は、自
動車ディーラーという本業とは異なる

分野でありながら、「食育」を軸に据え
た独自の農業事業を展開している。現
在は、岐阜県本巣市の「宇津志ファー
ム」、同県山県市の「伊自良ファーム」、
そして昨年本格始動した岐阜市の
「三輪ファーム」、これら3つの農園を
運営し、有機農業に取り組んでいる。
今回は、同社代表取締役社長の

加藤茂樹氏に、農業を始めた経緯
や事業に込めた思い、今後の展望
について話を伺った。

今年で会社設立70周年を迎
えられました。長年、自動車

ディーラーとして歩んできた御社が、
なぜ農業を始められたのでしょうか。

「実は、最初から農業をやろうと思っ
ていたわけではありません」
加藤社長は、そう切り出した。
同社が農業を検討し始めたのは
約12年前。きっかけは、自動車業界
の将来に対する危機感だったという。
「少子高齢化や人口減少が進めば、
自動車の保有台数も減っていきます。
当然、今の事業だけで会社を維持・成
長させていくことは難しくなる。そのた
め、自動車販売以外の新たな事業の
柱を育てる必要があると考えました」
そこで社内に新規事業のプロジェ

クトを立ち上げ、複数のチームがさま
ざまなアイデアを出し合い、事業化の
可能性を検討したという。しかし、多く

の企画は採算性や実現性の面で見
送りとなり、新規事業の難しさを痛感
する日々が続いた。
そうした試行錯誤の中から生まれ

たのが、現在の「食育事業」である。
「当時、会社として力を入れようとして
いたのが子育て世代やファミリー層
でした。自動車を販売するだけでは
なく、お客様との新しい接点をつくり
たい。そのためには、子どもたちの成
長につながるような価値を提供でき
ないかと考えたのです」
学校や塾では学べない、「生きる
力」を育む体験。そのテーマを模索
する中で、「衣・食・住」のうち最も基
本となる「食」に着目したという。
「子どもたちが将来生きていく上で、
本当に大切なことは何だろうと考えま
した。食べ物がどのように作られてい
るのか、自然とどう関わっているのか。
そうしたことを体験を通じて学んでも
らうことには、大きな価値があると
思ったのです」
こうして誕生したのが「食育事業」

という考え方だった。
加藤社長は、「食育」を掲げる以
上、農産物そのものにも徹底的にこ

だわる必要があったと振り返る。
「安心・安全な食を伝えるのであれば、
自分たちがつくる農産物も安心・安全
でなければ説得力がありません。だか
らこそ、化学肥料や農薬を使わない有
機農業に挑戦することを決めました」
現在、岐阜トヨペットでは、化学肥

料や農薬を使用しない有機栽培を
基本としながら、子どもたちや家族を
対象とした食育体験を数多く実施し
ている。
「私たちにとって、農業は目的ではあ
りません。子どもたちに価値ある体験
を提供することが目的であり、その手
段として農業があるのです」
この一言に、岐阜トヨペットが農業
へ参入した本質が凝縮されているよ
うに感じた。
近年は、食料安全保障や地域貢

献を背景に異業種から農業へ参入
する企業が増えている。しかし、加藤
社長の話から伝わってきたのは、「農
業を始めること」ではなく、「企業とし
て何を実現したいのか」という理念
が先にあり、その実現手段として農
業を選択したという経営判断である。
農業そのものが目的ではなく、企業

理念を具現化するための手段――。
この発想こそが、同社の農業事業
を特徴づける要因なのかもしれない。

現在は3つのファームを運営
されています。有機農業への

こだわりや、農園づくりで大切にされ
ていることを教えてください。
「有機農業は、本当に大変です」
加藤社長は、開口一番そう語った。
食育事業を立ち上げるにあたり、

同社ではさまざまな先進農家を訪ね
歩き、有機農業の現場を視察した。
実際に農家から話を聞く中で、有機
栽培が慣行栽培に比べてはるかに
手間がかかり、収量も安定しないこと
は十分理解していたという。
「雑草との戦い、病害虫への対応、
動物被害など、本当に苦労の連続
です。収穫量も減りますし、普通に考
えれば、有機農業だけで利益を上げ
ることは非常に難しいと思います」
もっとも、同社は当初から、「農産
物を作って売るだけでは事業として
成立しない」と考えていたという。
「立ち上げ当初から、生産だけでは
なく、加工、販売、そして体験まで含

めた6次産業化を構想していました。
農場へ来てもらい、体験してもらい、
農産物や加工品を購入していただく。
そうした複合的な仕組みをつくらな
ければ、有機農業を持続可能な事
業にはできないと考えたのです」
農業そのものを収益源とするだけで

はなく、食品加工や体験という付加価
値を組み合わせることで事業として成
立させる。この発想は、現在の農業経
営にとって重要な視点と言えるだろう。

「収穫体験」ではなく、「食育体験」
同社が目指すのは、単なる観光農
園ではない。
「農作物を収穫して、その場で食べる。
これは、子どもたちにとってとても楽し
い体験だと思います。でも、私たちが
伝えたいのは、それだけではありませ
ん。有機農業とは何なのか、なぜ農薬
を使わないのか。そうした一つひとつ
の背景まで知ってもらうことが、本当
の意味での食育につながると考えて
います」
そのため、体験プログラムでは収
穫だけでなく、苗の植え付けや草取
りなど、農業の苦労も子どもたちに体
験してもらうという。
さらに、自分で収穫した野菜を調
理し、その場で食べるプログラムも取
り入れる予定だ。
「野菜を収穫して終わりではなく、自
分たちで調理し、食べるところまで体
験してもらうことで、食べ物への感謝
や命の大切さを感じてもらいたいと
思っています」
こうした体験は子どもだけでなく、
一緒に参加する保護者にとっても新
たな学びとなる。

「なぜ有機農業は大変なのか。それ
でも取り組む理由は何なのか。そうし
た背景を知っていただくことで、食に
対する考え方そのものが変わるきっ
かけになればと思っています」

農業が教えてくれた「生物多様性」
有機農業を続ける中で、加藤社長

が最も驚いたことの一つが、自然環
境の変化だったという。
農薬を使わなくなって数年後、田

んぼには水生生物や昆虫が数多く
戻り始めた。
「最初はほとんど見かけなかった生き
物が、年々増えていきました。数年後
にはホタルが飛ぶようになり、今では
子どもたちを招いてホタル観賞会も
開催しています」
同じ地域で、あぜ道を挟んだ田ん

ぼでも、有機栽培と慣行栽培では生
き物の数がまったく違う。その光景を
目の当たりにし、「自然と共生する農
業」の意味を改めて実感したという。
現在では、こうした環境の変化そ

のものが食育プログラムの教材と
なっている。
農産物を育てるだけでなく、生き物

を観察し、自然環境について考える
時間を設けることで、「食」と「環境」
を一体で学ぶ機会を提供している。

農場は、社員が学ぶ場所でもある
食育事業は、地域や子どもたちだ

けを対象としているわけではない。
同社では、社員やその家族を対象

とした農業体験も積極的に実施して
いる。繁忙期には全社から応援ス
タッフを募り、植え付けや収穫を手伝
う仕組みを設けているという。

「農業は繁忙期と閑散期の差が大き
く、どうしても人手が必要な時期があ
ります。その時は社内で募集をかけ、
多くの社員が農場を手伝ってくれて
います」
実際に土に触れ、汗を流すことで、
社員自身も農業の苦労や楽しさを実
感する。
「自然の中で働くことがリフレッシュに
もなりますし、食育事業がどのような
思いで取り組まれているのかを体感
できる貴重な機会になっています」
食育事業は、地域貢献であると同

時に、社員教育や企業文化の醸成
にもつながっているのである。

農業経営を続ける中で苦労
されたこと、そして今後の展

望について教えてください。
「正直に言えば、当初描いていた計
画どおりには進みませんでした。」
加藤社長は、有機農業の難しさに

加え、コロナ禍が事業に大きな影響
を与えたと振り返る。
「私たちは当初から、生産・加工・販
売・体験を組み合わせた6次産業化
を構想していました。しかし、農業を
始めて間もなく新型コロナウイルスが
流行し、人を集めて体験事業を行う
ことが難しい時期が続きました。当初
の計画よりも数年遅れてしまったとい
うのが実情です」
その一方で、同社は歩みを止めるこ

となく、次の展開に向けた準備を進め
てきた。その象徴とも言えるのが、昨年
本格始動した「三輪ファーム」である。
岐阜市から、農業6次産業化の拠

点整備について提案を受けたことを
きっかけに、交通アクセスに優れた立

地で新たな農園づくりがスタートした。
「伊自良ファームも宇津志ファームも
素晴らしい場所ですが、多くのお客
様に来ていただくことを考えると、アク
セス面では課題もありました。しかし
ながら、三輪ファームは、岐阜ファミ
リーパークに隣接しており、（東海環
状自動車道の）スマートインターチェ
ンジにも近いため、好立地と言えます。
ここを新たな食育の拠点に育ててい
きたいと思っています」
将来的には、農産物の販売だけ

でなく、加工施設や体験施設を整備
し、「有機農業」をテーマとした交流
拠点を目指すという。
「自社で生産した野菜や米だけでは
なく、地域で有機農業に取り組む農
家の皆さんにも商品を持ち寄ってい
ただきたいと思っています。『ここへ来
れば、良い有機農産物に出会える』、
そんな場所にしていきたいですね」
有機農業に取り組む農家の多くは、

小規模経営で販路確保に苦労して
いる。同社は、自社の事業だけでなく、
地域全体の有機農業を支えるプラッ
トフォームとしての役割も担いたいと
考えている。

最後に、これから農業に参入
しようと考えている企業へメッ

セージをお願いします。
近年、企業による農業参入は全国
的に増加している。
その流れを歓迎する一方で、加藤
社長は「農業ありき」で考えることの
危うさを指摘する。
「企業によって農業に求めるものは
違います。スマート農業で効率的な
生産を目指す企業もあれば、地域貢
献を目的とする企業もある。どれが正
しいということではありません」
その上で、最も大切なのは「目的を
明確にすること」だと語る。
「農業を始めることが目的になってし
まうと、長続きしません。会社として何
を実現したいのか。その目的が明確
になれば、自社に合った農業の形が
見えてくると思います」
この言葉は、岐阜トヨペットの歩み
そのものを表している。同社にとって
農業は新規事業ではあるものの、決
して本業と切り離された存在ではない。
子どもたちへ食育を届けること。
地域の農業を未来へつなぐこと。
社員が自然と触れ合い、新たな価

値観を育むこと。
そして、地域で有機農業に取り組

む仲間を増やしていくこと。
こうした一つひとつの活動が、同
社の経営理念の延長線上に位置付
けられている。
最後に加藤社長は、今後の目標に

ついて次のように語ってくださった。
「私たちだけが有機農業を頑張るの
ではなく、一緒に取り組む仲間を増
やしていきたいと思っています。日本
の食や環境を守る仲間が増え、その
輪が地域全体へ広がっていけば、と
ても嬉しいですね」

今回の取材を通じて強く感じたの
は、岐阜トヨペットの農業への挑戦は、
「異業種参入」という一言では語り切
れないということである。
一般的に企業の農業参入というと、
新規事業の創出や収益確保といっ
た側面が注目される。しかし同社に
とって農業は、それ自体を目的とした
事業ではない。「食を通じて生きるこ

との本質を伝えたい」という思いを起
点に、「食育」という理念を実現する
ための手段として農業を位置付けて
いる。だからこそ、生産だけにとどま
らず、環境教育、6次産業化、地域活
性化、社員教育など、さまざまな取り
組みが一つのストーリーとしてつな
がっている。 
こうした同社の取り組みは、行政
からも注目されている。2025年3月に
は東海農政局岐阜県拠点の地方参
事官が同社を訪問し、加藤社長らと
意見交換を行った。農地の荒廃が
進む中山間地域において、農地バン
クを活用しながら有機農業に取り組
む同社の活動は、企業による農地活
用や地域農業への新たな関わり方
を示す事例として関心を集めている。 
その背景には、岐阜県農業が直
面する厳しい現実がある。2025年
農林業センサスによると、県内の基
幹的農業従事者数は13 ,837人と、
2020年の21,064人から34.3％減少
した。また、平均年齢は70.1歳と依然
として高く、農業経営体数も2020年

の21 , 015経営体から2025年には
15,030経営体へと28.5％減少して
いる。担い手の減少と高齢化は、農
業生産だけでなく農地の維持や地
域コミュニティの存続にも影響を及ぼ
しており、地域農業の持続可能性を
左右する大きな課題となっている。 
こうした状況を踏まえると、農業を
農業者だけの問題として捉えること
には限界がある。十分に活用されなく
なる農地が増加する中で、企業や行
政、地域住民、消費者など、多様な
主体がそれぞれの立場で農業に関
わることの重要性はこれまで以上に
高まっている。近年、食料安全保障
や環境問題、人口減少への対応が
求められる中、岐阜県が策定した「ぎ
ふ農業活性化基本計画」においても、
担い手の確保や農業構造の転換が
重要課題として位置付けられている。 
その意味で、岐阜トヨペットの取り
組みは、一企業による農業参入の事
例にとどまらない。同社は自動車販
売という本業を持ちながら、農業を通
じて地域との接点を広げ、食や環境

について学ぶ機会を創出し、子ども
たちへの食育や社員教育にもつな
げている。また、遊休化の懸念があ
る農地を活用することで、地域資源
の維持にも貢献している。農業を独
立した事業としてではなく、地域社会
の中で企業が果たす役割の一つと
して位置付けている点に、この取り
組みの大きな特徴がある。 
加藤社長が語った「目的が先にあ

り、農業はその手段である」という言
葉は、農業参入を検討する企業に
とって大きな示唆を与えている。重要
なのは「農業で何をするか」だけでは
なく、「農業を通じてどのような価値を
創出するのか」を明確にすることで
ある。農業は、単に作物を生産する
産業ではない。農地を守り、食を支え、
人を育て、地域とのつながりを生み
出す社会的な基盤でもある。 
農業を通じて食に触れ、食を通じ

て人が学び、人と人とのつながりが
生まれる。その積み重ねが地域の活
力を育み、次世代へと受け継がれて
いく。今回の取材から見えてきたの
は、農業には作物を生産する以上の
価値があり、その可能性を引き出す
ためには、農業者だけではなく、企業
をはじめとする多様な主体が、それ
ぞれの強みを生かして関わっていく
ことが重要だということである。
―食を育て、人を育て、未来を創る―
岐阜トヨペットの挑戦は、企業理念や
自社の強みを農業と結び付けること
で、農地の保全や食育、人材育成、
地域活性化へとつなげるものである。
地域農業を支える新たな担い手の
あり方を示す事例として、その歩みに
注目していきたい。

Q4

3．まとめ
農業を通じて、
人と地域の未来を育てる

出所：農林水産省「2025年農林業センサス」よりOKB総研にて作成

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

71.0

70.8

70.6

70.4

70.2

70.0

69.8

69.6

岐阜県の農業経営体数・基幹的農業従事者数および平均年齢の推移図表3
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（千経営体・千人） （歳）基幹的農業従事者数農業経営体数 平均年齢

70.9

29,643

21,064

15,030

70.170.1

21,015

29,858

13,837

（2026.8.20）


